
 

【統-5】［経営の一体化（垂直統合）］ 

大阪広域水道企業団 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 大阪府 

(2）事業体名 大阪広域水道企業団 

(3）広域連携の形態 経営の一体化 

(4）広域連携実現年月 平成 29 年４月 

(5）広域連携実現までに要した期間 平成 26 年４月～平成 29 年３月（３年間） 

(6）広域連携前の事業体等 １市１町１村１企業団 

四條畷市、太子町、千早赤阪村、大阪広域水道企業団 

(7）直近の認可 事業区分 四條畷 

水道事業 

太子 

水道事業 

千早赤阪 

水道事業 

水道用水 

供給事業 

目標年度 令和８年度 令和８年度 令和８年度 令和２年度 

計画給水人口 57,300 人 13,800 人 5,500 人 - 

計画一日最大給水量 18,740m3/日 4,510m3/日 2,640m3/日 1,710,000m3/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ３事業体の位置図 

(出典) 「大阪広域水道企業団と四條畷市・太子町・千早赤阪村との水道事業の統合に向けての検討、協議 

統合案 大阪広域水道企業団」  
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

・ 大阪府域の水道事業については、人口減少等に伴う水需要・料金収入の減少をはじめ、老

朽化した施設の更新・耐震化やベテラン職員の大量退職に伴う技術継承への対応など、様々

な課題に直面している。 

・ このため、府域では、将来にわたり安全・安心な水道水を安定的に供給するため、大阪府

が策定した「大阪府水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）」に基づき、府域の水道事業

の効率化や運営基盤の強化につながる「広域化」（市町村水道事業との連携拡大や統合）を推

進し、当企業団を核とした「府域一水道」（大阪市を含む府内の全市町村との水道事業統合）

をめざしているところである。 

・ 広域化の推進に当たっては、これまで災害用備蓄水の共同製作、水質管理業務の共同化と

いった「業務の共同化」など連携に取り組みやすい分野から順次取組を進めてきた。 

・ 次に「経営の一体化」として、市町村水道事業との統合に向けた検討・協議を進め、現在

では、平成 29 年４月から、四條畷市、太子町、千早赤阪村の各水道事業を企業団が引き継ぎ、

３団体の水道事業を担っている。 

 

2.2 広域連携(実績)の内容 

・ 当初計画に基づき、統合した各水道事業の施設整備を実施中。 

・ 統合効果である専門技術職の適切な配置により、現場における技術力のボトムアップが図

られ、新規事業の着実な推進につながっている。また、既存施設の点検を含めた施設整備計

画の詳細な検討を実施することが可能となったため、施工時期の優先度について見直しを行

った。 

・ その結果、アセットマネジメントに基づく設備系の更新事業については、実際の老朽度・

危険度等に基づき、適切な施工時期の見直しを行い、一部の工事については施工時期の入替

え等を実施した。 

・ また、施設の最適配置（統廃合を含む。）についても、計画どおり進捗している。 
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3 施設の統廃合及び再構築計画の概要 

3.1 計画の方針 

・ 企業団の技術力・組織力を活用し、統合団体の水道施設及び水運用について俯瞰的に調査

を行い、施設能力に余裕のある施設の統廃合に加え、水道用水供給事業の用地活用や送水圧

力の有効利用制度を考慮して効率的な施設整備を検討する。 

・ また、将来、水源水量の低下や水質の悪化等のおそれがある自己水源の企業団水への切替

や企業団の現計画との整合についても考慮し検討する。 

 

3.2 計画の概要 

施設の統廃合及び再構築計画は次の通りである。（詳細は図２～図４参照） 

また、計画スケジュールは、図５の通りである。 

 

施設区分 計画の概要 

浄水場 統合前５箇所→統合後４箇所（廃止１箇所） 

送水施設（ポンプ場） 統合前 13箇所→統合後 11箇所（新設１箇所、廃止３箇所） 

送水管 統合前 1.6km→統合後φ150～500×5.1km 耐震管 

（新設 3.5km 及び布設替 1.6km） 

配水池又は配水場 統合前 26箇所→統合後 23箇所（新設１箇所、廃止４箇所） 

配水管 統合前 2.0km→統合後φ200～300×4.5km 耐震管 

（新設 0.0km 及び布設替 4.5km） 
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図２ 施設整備計画図（四條畷市） 

(出典)「大阪広域水道企業団と四條畷市・太子町・千早赤阪村との水道事業の統合に向けての検討、協議 

統合案 大阪広域水道企業団」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 施設整備計画図（太子町） 

(出典)「大阪広域水道企業団と四條畷市・太子町・千早赤阪村との水道事業の統合に向けての検討、協議 

統合案 大阪広域水道企業団」  
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図４ 施設整備計画図（千早赤阪村） 

(出典)「大阪広域水道企業団と四條畷市・太子町・千早赤阪村との水道事業の統合に向けての検討、協議 

統合案 大阪広域水道企業団」  
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図５ スケジュール（計画） 

(出典)「大阪広域水道企業団と四條畷市・太子町・千早赤阪村との水道事業の統合に向けての検討、協議 

統合案 大阪広域水道企業団」  

 

3.3 検討手法 

・ 施設整備に係る計画水量については、水需要予測を行い決定している。 

・ 人口の予測については、大阪府における直近の人口増減の傾向を反映させた「大阪府の将

来推計人口の点検について（平成 26 年３月推計 大阪府政策企画部）」を用いて「日本の地

域別将来推計人口（平成 25 年３月推計 国立社会保障・人口問題研究所）」における市区町

村別人口比を乗じて算出している。 

・ 水需要については、用途別に分類し平成 15～24 年度の実績を基に時系列分析によって将

来水量を各々予測し、有収水量を算出し計画一日平均給水量、一日最大給水量を算出してい

る。 

・ 施設整備計画については、施設の更新及び統合後の施設の最適配置に分けて検討している。 

・ 施設の更新については、アセットマネジメントの考え方に基づき適切な期間（更新基準年

数）で更新するとともに更新時のダウンサイジングを考慮し計画を策定している。 

・ また、統合後の施設の最適配置については、「3.1 計画の方針」で記載したとおりである。 

・ 経営シミュレーションについては、直近の予算値、決算値を用いて単独経営及び統合の場

合の２ケースを行っている。施設整備費用については、施設整備計画により算出したものに
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加え国交付金についても考慮している。 

・ 単独経営と統合の場合の経営シミュレーションを比較検証した結果、統合した場合は将来

の水道料金の値上げ抑制ができることが見込まれ、さらには、「事業費の低減」、「国交付金」

等の統合に伴う効果額についても確認できた。 

 

 
 

3.4 計画検討の際に生じた課題及び対応策 

統合対象の市町村がそれぞれ単独で存在し、連担していないため、水平連携の検討が不可能で

あった。 

そのため、企業団（水道用水供給事業)との垂直統合を主眼に、現段階における最も効果的な施

設の最適配置の策定及び交付金が最大限、活用できるよう検討を行った。 

 

3.5 計画変更の方針及び概要 

今のところ概ね当初計画に基づき事業を実施している。しかしながら、計画策定時の人口推計

に比して人口減少が進行しており、水需要予測の慎重なフォローが必要となっていることや、大

阪北部地震や最近の異常気象などを鑑み、計画の根本的な変更は見込んでいないものの、より効

果的な水運用の考慮や取組の優先度（順序）の変更など、今後、適切な見直しは図っていく必要

がある。 

 

3.6 実施の際に生じた課題及び対応策 

該当事項は特になし 

 

 

 

 

 

  

水需要予測 ・人口推計 ：「大阪府の将来推計人口の点検について」

を用いて「日本の地域別将来推計人口」に

おける市区町村別人口比を乗じて算出 

・水需要予測：時系列傾向分析により予測 計画一日平均給水量、計画 

一日最大給水量の算定 

・施設の更新及び統合後の施設の最適配置に区分して検討 施設の再構築計画の検討 

財政シミュレーション実施 ・事業統合後、単独経営の場合で実施し、比較 
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4 広域連携による効果 

4.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）経営の一体化による事業費削減（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 25 年４月～令和 35 年（平成 65）年３月（40 年） 

算定手法 今後 40 年間の市町村水道の事業費について、単独経営と統

合時の財政計画シミュレーションを実施し、その差分を効

果として算定。 

・更新事業費は施設整備計画で検討した最適配置（アセッ

トマネジメント及びダウンサイジング）に基づき算定 

・維持管理費は平成 25 年度の実績値で算定 

・人件費は平成 25年度実績値で算定（組織統合のよる削減

効果は算定せず） 

効果算定 

対象費目 

建設改良費、その他(減価償却費、支払利息、企業債還元金

償還金) 

評価結果 11.3％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｂ）企業団の技術力・組織力を活用した非常時対応の発揮（定性的効果） 

ｃ）人員の適正配置による技術継承問題の解消（定性的効果） 

ｄ）技術管理者を中心とした専門技術職による確実な事業運営（定性的効果） 

ｅ）水源から蛇口までの総合的な水質管理（定性的効果） 

ｆ）新規サービスの導入等によるお客様サービスの維持・向上（定性的効果） 

 

4.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

該当事項は特になし 

 

5 その他特筆すべき事項 

該当事項は特になし 
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6 参考資料 

事業体名 論文タイトル 著者※代表者のみ 

（所属） 

収集文献 ページ 

番号 

関連 

事例 

大阪広域水道

企業団 

大阪広域水道企業団と四

條畷市・太子町・千早赤

阪村との水道事業の統合

に係る検討、協議（Ⅰ）

－統合によるメリットの

検討及び統合案の策定－ 

吉川 大輔

(大阪広域水

道企業団) 

平成 28 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.168-169 統-5 

大阪広域水道

企業団 

大阪広域水道企業団と四

條畷市・太子町・千早赤

阪村との水道事業の統合

に係る検討、協議（Ⅱ）

－垂直統合における広域

化効果の算定－ 

澤 深太郎

(日水コン) 

平成 28 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.170-171 統-5 
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【統-6】［事業統合（水平統合）］ 

佐久水道企業団 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 長野県 

(2）事業体名 佐久水道企業団 

(3）広域連携の形態 事業統合 

(4）広域連携実現年月 平成 29 年３月(最新) 

(5）広域連携実現までに要した期間 昭和 41 年４月～平成 29 年３月（51 年間） 

(6）広域連携前の事業体等 １市３町２村１企業団１組合 

八千穂村、佐久町（後に八千穂と佐久町が合併して

佐久穂町になる）、臼田町、佐久市、浅科村（後に

佐久市と臼田町、浅科村、望月町が合併。）、御代

田町、佐久市御代田町水道組合、佐久水道企業団 

（簡水の合併及び上水への統合） 

(7）直近の認可 目標年度 令和８年度 

計画給水人口 119,000 人 

計画一日最大給水量 49,000m3/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 給水区域図 

（出典）「佐久水道企業団ＨＰ 給水区域」 
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

年月 内 容 

S41.４ 佐久地方の水道行政の広域化と効率的な水の供給により、水不足地域の解消と水道

事業の合理的な運営による住民福祉の増進を図るため、佐久平上水道組合（現：佐久

水道企業団）と佐久市御代田町水道組合、佐久市の東簡水、東地簡水、御代田町の御

代田町簡水と統合。同時に臼田町の田口上水道の一部も統合。 

S45.４ 雨季になると濁りが生じることや水源水量の不足により臼田町田口簡易水道と丸

山簡易水道が佐久水道企業団（以下、「佐久水」という。）と統合。 

S48.９ 佐久地方の水道行政の広域化を行い、効率的な水の供給による水不足地域の解消と

合理的な運営により住民祉増進を図るため、佐久水道と八千穂村の穴原簡易水道、崎

田簡易水道、佐久町の花岡簡易水道、浅科村の駒寄簡易水道が統合。 

S49.12 水不足問題の解消のため御代田町の面替簡易水道が佐久水へ統合。 

S52.５ 佐久市大沢の大沢、大沢新田の両簡易水道が佐久水へ統合により、水不足問題等の

解消及び構成市町村の水道行政の一元化を図った。 

S53.４ 佐久市の小宮山、前山北中、前山南の三簡易水道を整備し、前山簡易水道として統

合し構成市町村の水道行政の一元化を進めた。 

S58.９ ・臼田町の小田切簡易水道と、佐久水で経営する湯原簡易水道を統合整備し、小田切

湯原簡易水道として名称を改めた。 

・水道施設の維持管理、水質の保全等に万全を期し合理定な経営により住民福祉の増

進を図るため、御代田町の久能簡易水道を佐久水へ統合。 

・佐久市の常和簡易水道を佐久水へ統合し、市町村内の水道行政の一元化を進めた。 

・大沢・湯原新田の両簡易水道を一つの簡水に統合。両簡水は共に施設の老朽化と水

源水量の枯渇問題を抱えていたため、施設の整備及び大沢新田地区に開発した水源

（深井戸）により施設を一体化し安定した水の供給と合理的な運営を図った。 

S58.10 大沢簡水、前山簡水を統合して大沢前山簡水として経営。施設の老朽化と水源水量

不足を抱えていたため隣接しあう簡水で統合。 

S58.11 八千穂村で経営していた高岩・天神町簡易水道を佐久水へ統合することで有効な水

源利用と合理的な運営を図り、構成市町村の水道行政の一元化を進めた。 

S61.３ 御代田町で運営されていた草越広戸簡易水道と豊昇簡易水道を佐久水へ統合整備。

構成市町村の水道行政の一元化を進めた。 

S63.７ 佐久町で経営されていた下海瀬簡易水道を統合整備し、構成市町村の水道行政の一

元化を進めた。 

Ｈ元.３ 下海瀬簡易水道の施設の老朽化と水源水量の減少のため、隣接する高岩天神町簡易

水道と統合し、穂積下海瀬簡易水道と名称を改めた。また、水源の有効利用と水道施

設の維持管理、水質の保全を整備。 

H３.４ 佐久市で経営されていた西山簡易水道と当簡易水道より分水を受けていた東立科、

前山開拓水道及び未給水地区の笹倉地区を統合整備。 

H６.４ 浅科村で経営されていた矢島簡易水道を統合整備し、構成市町村内の水道行政の一

元化を進めた。 
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H９.４※1 11 簡水のうち８簡水の大沢前山簡易水道、常和簡易水道、大沢湯原新田簡易水道、穂

積下海瀬簡易水道、久能簡易水道、草越広戸簡易水道 、豊昇簡易水道、矢島簡易水道

を統合。 

H10.４※1 日向簡易水道を佐久水へ統合。 

H11.４※1 内山簡易水道を佐久水へ統合。 

H13.３ 八千穂村で経営していた八郡簡易水道を施設の老朽化、水源水量の不足、管理の困

難により佐久水へ統合。 

H14.４※1 小田切湯原簡易水道を佐久水へ統合。 

H19.３ 佐久市（旧望月町）で経営していた望月上水道、布施、長者原簡易水道と佐久市望

月外１市水道企業団を水道事業の経営基盤強化とお客様サービスの向上を図るため

統合。 

H21.３ 佐久穂町で経営している本郷針の木沢、館向原、東地区、影新田簡水を町内の水道

の広域化と住民への給水サービスの向上を図ることと、水道施設の整備、維持管理等

の合理的経営、住民の福祉増進に努めるため経営を移管。 

H29.３ 水道事業の一元管理、維持管理体制の強化、危機管理体制の充実等、水道利用者に安

全安心な水道水を安定的に供給し、なお一層の均一で良質な水道サービスを実現する

ため、11 簡易水道（香坂東地、西山、布施、長者原、望月北御牧、東地区、本郷針の

木沢、影新田、館向原、畑八、八郡）を佐久水へ統合。 

※１ 上信越自動車道の開通、新幹線の開業と佐久平は、長野県の東玄関口として変貌が大き      

く給水区域等の見直しが必要になり、11 簡易水道を上水道に統合し水道行政の一元化をし

た。 

 

2.2 広域連携(実績)の内容 

当初計画どおり、事業統合を実施した。 

 

 

3 広域連携による効果 

3.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）上水統合に伴いバックアップ機能の強化（定性的効果） 

ｂ）水不足地区の解消（定性的効果） 

ｃ）隣接しあう簡水の合併、統合により効率的な水の供給（定性的効果） 

ｄ）施設の維持管理の合理化（定性的効果） 

 

3.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

ａ）上水統合に伴いバックアップ機能の強化（定性的効果） 

ｂ）水不足地区の解消（定性的効果） 

ｃ）隣接しあう簡水の合併、統合により効率的な水の供給（定性的効果） 

ｄ）施設の維持管理の合理化（定性的効果） 

 

 

170



 

4 その他特筆すべき事項 

該当事項は特になし 
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【統-7】［事業統合（水平統合）］ 

秩父広域市町村圏組合 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 埼玉県 

(2）事業体名 秩父広域市町村圏組合 

(3）広域連携の形態 事業統合 

(4）広域連携実現年月 平成 28 年４月 

(5）広域連携実現までに要した期間 平成 21 年９月～平成 28 年３月（６年６ヶ月） 

(6）広域連携前の事業体等 １市２町１組合 

秩父市、横瀬町、小鹿野町、皆野・長瀞上下水道組

合 

(7）直近の認可 目標年度 令和７年度 

計画給水人口 100,230 人 

計画一日最大給水量 54,670m3/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 位置図 

（出典）「秩父地域水道事業広域化基本構想（ビジョン）」 平成27年３月 
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

基本計画は、秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町の１市４町の４水道事業体で水道事

業の 50 年後の将来像を見据えた基本構想をもとに、水道利用者に安心・安全でおいしい水を安定

給水できるように、当面の目指すべき目標を実現するため、具体的な方策を定めるものである。 

・ 施設整備計画 

施設の再編成は、「水源の有効利用」、「安全・安定給水の維持・向上」、「施設の維持管理費、

更新費の低減」、「災害対策の推進」、「国からの交付金の有効活用」などの視点で検討する。

計画期間は平成 28 年～37 年までの 10 年間として、橋立浄水場及び別所浄水場を拠点とした

送配水施設整備計画を進める。 

・ 管理体制 

計画的に事務所を統合し、業務の効率化及び経費の削減を推進する。これにより、管理体

制が明確となり、委託の対象範囲、形態や職員配置の適正化について検討する。具体的には、

営業系管理体制、工務系管理体制の現状や委託状況を踏まえた上で、将来における管理体制

や包括業務委託を推進する。 

 ［営業系管理体制］ 

➢ 経理業務は、システムと職員を統合時１箇所に集約し、業務の効率化を図る。 

➢ 料金業務は、現在秩父市で実施している水道料金の包括的業務委託を拡充し、直営で

実施してきた業務に対して４水道事業体一括で委託することが考えらる。業務を一括で

委託することより、職員不足の補完や委託費用を抑制することができる。また、コンビ

ニエンスストア収納やクレジット収納などを充実させ、窓口となる事務所の統廃合の計

画と併せた、合理的な管理体制を目指す。 

 ［工務系管理体制］ 

➢ 監視体制、巡視点検、水質管理、故障・漏水対応などについては、包括業務委託の可

能性を検討する。また、委託にあたっては、現在の水道サービスの水準を維持・向上を

図りながら円滑に委託へと移行できるように、管理・監視体制を整備する。 

（地区設定） 

４水道事業体の現状は、給水区域が広く、施設の数も多く点在していることから、

地区を分け段階的に委託範囲を拡大していく。 

（委託内容） 

業務の効率化、夜間、休日の勤務体制、緊急時対応や各種保守点検、ユーティリ

ティ調達などを組み込んだ包括業務委託による維持管理体制を進める。 

 ［経 営］ 

取水施設や浄水場などの統廃合による建設改良費の低減や国からの交付金の活用、事業

の効率化及び包括業務委託の導入による費用削減などを行い、３～５年ごとに定期的な水

道料金見直しを行う。 
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2.2 広域連携(実績)の内容 

今後、必要に応じ以下の点について計画変更を行う予定。 

➢ 水需要予測の時点修正。 

➢ 一部の系統で施設能力上限での運用が懸念されるため、配水量の他、管路の漏水を考慮

した計画の見直し。 

➢ 更新工事が遅れることの影響。 

 

 

3 施設の統廃合及び再構築計画の概要 

3.1 計画の方針 

・ 施設の再編成は、「水源の有効利用」、「安全・安定給水の維持・向上」、「施設の維持管理費、

更新費の低減」、「災害対策の推進」、「国からの交付金の有効活用」などの視点で検討してい

る。 

・ 計画期間は平成 28年～37 年までの 10 年間として、橋立浄水場及び別所浄水場を拠点とし

た送配水施設整備計画を進める。主な施設整備計画は、以下のとおり。 

➢ 秩父地域の拠点となる別所浄水場、橋立浄水場（両者施設能力約２万㎥/日規模）の整備 

➢ 橋立浄水場から横瀬町方面へ配水できる水道システムの整備 

➢ 別所浄水場から秩父ミューズパークを経由し、小鹿野町方面への配水と吉田地区・皆野

町方面に配水できる水道システムの整備 

➢ 別所浄水場から皆野町方面へ配水拡大できる水道システムの整備 

➢ 橋立浄水場から高篠地区を通り、皆野町三沢地区へ配水できる水道システムの整備 

 

3.2 計画の概要 

施設の統廃合及び再構築計画は次の通りである。（詳細は図２参照） 

また、計画スケジュールは、図３の通りである。 

 

施設区分 計画の概要 

水源及び取水施設 統合前 47箇所→統合後 32箇所 （△15 箇所） 

浄水場 統合前 41箇所→統合後 26箇所 （△15 箇所） 

送水施設(ポンプ場) 統合後４箇所廃止 

配水池または配水場 統合後計 13 箇所廃止 
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図３ スケジュール（計画） 

（出典）「秩父地域水道事業広域化基本計画」 平成 27 年３月策定 
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3.3 検討手法 

次の手順で検討を行った。 

・ 秩父広域市町村圏組合の全体人口予測（秩父地区、横瀬地区、小鹿野地区、皆野・長瀞地

区） 

・ 秩父広域市町村圏組合の全体需要予測（秩父地区、横瀬地区、小鹿野地区、皆野・長瀞地

区） 

・ 将来系統切替計画の整理（計画時期、計画水量）  

・ 系統別需要水量の算定 

・ 需給バランスの検討（浄水能力と地区需要） 

・ 解析条件の整理（時間係数、送配水量の設定など） 

・ 新設ルートの設定 

・ 水理計算（新設ルートや系統切替を考慮した管網） 

・ 管路諸元の設定（ポンプ施設の必要性の確認を含む） 

・ 整備費用の算定 

・ 施設整備計画のとりまとめ 

秩父広域地域では、既に人口及び水量の減少が顕著であり、人口や原単位の減少を考慮した。 

系統切替（橋立系・別所系）は、旧秩父市の計画を配慮し検討した。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水需要予測 ・全体人口予測 

・全体水需要予測 

計画一日平均給水量、計画 

一日最大給水量の算定 

以下の検討を含む 

・解析条件の整理（時間係数、総配水量の設定など） 

・新設ルートの設定 
・水理計算（新設ルートや系統切替を考慮した管網 
・管路諸元の設定（ポンプ施設の必要性の確認を含む） 

施設の再構築計画の検討 

財政シミュレーションの実施 

・将来系統切替計画の整理（計画時期、計画水量）を含む 

・事業統合後、単独経営の場合で実施し、比較 
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3.4 計画検討の際に生じた課題及び対応策 

【課題】 

・ 統廃合による拠点施設の変更に加え丘陵地域であるため、高水圧、低水圧への配慮が重要

であった。 

・ 統廃合や系統切替に伴う管路流向の変化により、赤水対策が必要となった。 

・ 更新対象となる管が多く、優先順位付けが必要と考えられた。 

【対応策】 

・ 高水圧、低水圧の対象となる管路については、設計時に実測圧と計算圧の誤差検証を行う

必要がある。 

・ 赤水の発生個所を限定するとともに、住民への広報が必要である。 

・ 地元担当者と協議（上流側、布設年度）して、更新優先順位を設定した。 

 

3.5 計画変更の方針及び概要 

・ 水需要予測の時点修正。 

・ 一部の系統で施設能力上限での運用が懸念されるため、配水量の他、管路の漏水を考慮し

た計画の見直し。 

・ 更新工事が遅れることの影響。 

 

施設区分 計画変更の概要 

水源及び取水施設 当初計画通り 

浄水場 当初計画通り 

送水施設(ポンプ場) 当初計画通り 

配水池または配水場 当初計画通り 

 

3.6 実施の際に生じた課題及び対応策 

【課題】 

・ 推進工法の立坑の掘削で調査時には判明しなかった巨礫が出現した。 

・ 推進工を行った後、雨が降り立坑内に湧水が発生した。 

・ 既設管が予定していた場所に埋設されていなかった。 

【対応策】 

・ 推進工法の機材を巨礫対応に変更した。 

・ 薬液注入工を増工し止水を行った。 

・ 電磁波レーダを用い埋設部調査を行い、埋設個所の当りをつけ、試掘を行った。 
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4 広域連携による効果 

4.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）事業統合による更新費用の削減（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 施設の削減数 

評価期間 平成 28 年～平成 37年 (10 年) 

評価手法 統合後の取水施設及び浄水場の削減数 

評価結果 
取水施設△15 箇所 

浄水場 △15 箇所 

 

ｂ）職員体制の適正化（指標による評価） 

項 目 内   容 

評価項目 職員数の削減 

評価期間 平成 28 年～平成 77年 (50 年) 

評価手法 単独と統合後の職員数の比較 

評価結果 △17 人  

 

ｃ）事業統合による更新費用の削減（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 28 年～平成 77年（50 年） 

算定手法 アセットマネジメント簡易支援ツールのほか、施設・設備

の施設更新費用については、「水道事業の再構築に関する

施設更新費用算定の手引き、厚生労働省」に示されている

費用関数を用いて算定する。また、小規模施設の更新費用

については、メーカーヒアリング調査を実施し、設定す

る。 

効果算定 

対象費目 

建設改良費 

評価結果 11.5％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｄ）職員体制の適正化（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 28 年～平成 77年（50 年） 

算定手法 実績値等をもとに人件費削減額を試算 

効果算定 

対象費目 

人件費 

評価結果 28.1％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 
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4.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間に広域化施設整備を行い、施設の統廃合の進捗状

況に応じて算定する予定。 

 

 

5 その他特筆すべき事項 

該当事項は特になし 

 

6 参考資料 

事業体名 論文タイトル 著者※代表者のみ 

（所属） 

収集文献 ページ 

番号 

関連 

事例 

秩父広域市町

村圏組合 

広域化に伴う水道料金差

額分補助金の算出方法 

栗島 俊(秩

父広域市町

村圏組合) 

平成 29 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.14-15 統-7 

秩父広域市町

村圏組合 

秩父地域の水道事業の広

域化（Ⅲ）－特徴と課題

－ 

町田 忠男

(秩父広域市

町村圏組合) 

平成 28 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.160-161 統-7 

秩父広域市町

村圏組合 

秩父地域の水道事業の広

域化（I）－人口減少と

施設等の老朽化－ 

町田 忠男

(秩父市水道

部) 

平成 27 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.118-119 統-7 

秩父広域市町

村圏組合 

秩父地域の水道事業の広

域化（Ⅱ）－広域化に向

けた事務調整の取組み

「料金業務を中心に」－ 

若林 裕季

(秩父市水道

部) 

平成 27 年度全

国会議（水道研

究発表会）講演

集 

pp.120-121 統-7 
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【統-8】［事業統合（水平統合）］ 

群馬東部水道企業団 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 群馬県 

(2）事業体名 群馬東部水道企業団 

(3）広域連携の形態 事業統合 

(4）広域連携実現年月 平成 28 年４月 

(5）広域連携実現までに要した期間 平成 21 年 10 月～平成 28年４月（６年５ヶ月） 

(6）広域連携前の事業体等 ３市５町 

太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代

田町、大泉町、邑楽町 

(7）直近の認可 目標年度 令和６年度 

計画給水人口 444,000 人 

計画一日最大給水量 199,000m3/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 群馬東部水道企業団位置図 

（出典）「群馬東部水道企業団 水道だより（2015 年（平成 27 年）12月創刊準備号）」（一部修正） 
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

【基本方針】 

・ 施設整備（施設の再構築）の方針 

➢ 水源の有効活用 

水源水量の余力及び水源水質が良い水源・浄水場の有効活用 

標高の差を利用した自然流下方式の導入による維持管理費の低減 

➢ 安定供給体制の向上 

水源・浄水場の水運用の再構築による水道水の安定供給体制の向上 

➢ 維持管理費、更新費用の低減 

施設の統廃合による更新事業費及び維持管理費の削減 

広域化の国庫補助制度を活用した施設整備 

➢ 災害対策の推進 

事業統合による確保財源を用いた災害対策の推進 

ソフト面の危機管理体制強化及び広域的な施設の分散配置によるメリットを生かした

災害対策の推進 

・ 管理体制の方針 

➢ サービス水準を３市の水準に合わせて、地域内の管理水準を引き上げる。 

➢ 職員が直営で実施する業務(コア業務)と委託によって対応する業務(準コア業務) 

の位置付けを明確にしたうえで、太田市と館林市で実績のある包括業務委託を導入 

し、少ない職員数で効率的な業務を実施する。 

➢ 老朽管や設備の更新等による工事量の増加には、DB 方式等の発注形態で対応する。 

➢ 主要庁舎１箇所、分庁舎２箇所に職員を集約するとともに、営業所（包括委託業者が設

置・運営）を構成団体ごとに設置する。 

 ・ 経営方針 

➢ 建設事業費の削減 

水道施設の再構築に係る施設整備に伴い、水道施設の統廃合による削減 

国庫補助制度の活用による水道事業者の負担の削減 

➢ 人件費及び維持管理費の削減 

太田市の組織体制及び包括業務委託をモデルとした運営を行うことによる人件費及び

維持管理費の削減 

➢ 供給単価の維持 

事業統合をすることで、サービス水準や品質を向上させたうえで、平成 27 年度～平成

36 年度は現況の供給単価を維持することが可能。 

※ ８団体で異なる水道料金体系については、広域化の阻害要因になり兼ねなかったため、

広域化を最優先し、広域化を実現してからの協議開始とした。 

 

2.2 広域連携(実績)の内容 

今後必要に応じ以下の点について計画変更を行う予定。 

・ 水需要予測の時点修正。 

・ 一部の系統で施設能力上限での運用が懸念されるため、配水量の他、管路の漏水を考慮
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した計画の見直し。 

・ 更新工事が遅れることの影響。 

 

 

3 施設の統廃合及び再構築計画の概要 

3.1 計画の方針 

 長期的な将来像「持続可能な水道による安定した水の供給」を実現させるため、広域化基本構

想及び基本計画に基づき、老朽化の進む水源等の施設は廃止し、地下水や表流水等の安定水源と

した施設を中心に再構築を行う。 

 このために４つの視点で行うこととする。 

・ 水源の有効活用として、水源に余力があり原水及び浄水の水質が良い水源・浄水場を有効

活用し、安全でおいしい水を供給する。 

・ 安定供給体制の向上として、原水や浄水の供給経路を複数化する。 

・ 維持管理費及び更新費用の低減として、施設の相互融通と余力を活用することで施設の統

廃合を行い、地域全体として二重投資となるような更新事業を削減する。また、施設数の減

少により、維持管理費を削減する。 

・ 災害対策の推進として、事業統合による確保財源により、施設及び管路の災害対策を推進

する。また、ソフト面の危機管理体制の強化や、水道施設が広域的に分散配置されるメリッ

トを生かした災害対策を進める。 

 

3.2 計画の概要 

施設の統廃合及び再構築計画は次の通りである。（詳細は図２参照） 

また、計画スケジュールは、図３の通りである。 

 

施設区分 計画の概要 

浄水場 統合前 22箇所→統合後 14箇所（△８箇所） 

送水管 統合前０km 

→統合後 DCIPφ300×7,575m、DCIPφ250×6,365m（13,940m） 

配水池または配水場 統合前 22箇所→統合後 22箇所（０箇所） 

配水管 統合前 不明 

→統合後 DCIPφ300×2,378m,DCIPφ200×2,870m, 

DCIPφ150×1,080m,DCIPφ100×960m 

連絡管 統合前０km 

→統合後 DCIPφ300×4,410m,DCIPφ200×2,450m 
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3.3 検討手法 

・ 計画期間における水需要予測を行い、計画規模を決定。なお、人口推計は、コーホート要

因法にて算出した。水需要の推計は、構成団体別の推計値を合算して群馬東部地域の推計値

とし、平成 14 年度から平成 23 年度までの実績を基に、時系列傾向分析等の手法により推計

した。給水量は、生活用有収水量と都市活動用有収水量を原単位法により推計し、将来の有

収率と負荷率を設定し、一日平均給水量と一日最大給水量を算出した。 

・ 施設整備計画の策定にあたっては、持続可能な水道による安定した水の供給を実現させる

ため、広域化基本構想及び基本計画に基づき、老朽化の進む水源等の施設は廃止し、地下水

や表流水等の安定水源とした施設を中心に再構築計画を検討した。 

・ 構成市町それぞれにおいて、広域統合および事業体ごとに事業経営を継続した場合を財政

計画のシミュレーションにより比較検討を行い財政面の効果を検証した。 

 

 
 

3.4 計画検討の際に生じた課題及び対応策 

特になし 

 

3.5 計画変更の方針及び概要 

当初計画から変更なし 

 

3.6 実施の際に生じた課題及び対応策 

現時点においては特になし 

 

 

 

 

 

 

 

水需要予測 ・人口推計 ：コーホート要因法 

・水需要予測：時系列傾向分析により予測 

計画一日平均給水量、計画 

一日最大給水量の算定 

・老朽化の進む水源等の施設は廃止し、地下水や表流水等

の安定水源とした施設を中心に再構築計画を検討 

施設の再構築計画の検討 

財政シミュレーション実施 ・事業統合後、単独経営の場合で実施し、比較 
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4 広域連携による効果 

4.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）建設事業費の削減（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 27 年４月～平成 36 年３月（10 年） 

算定手法 構成市町において、事業統合後及び単独経営の差分を経済

効果として算定した。 

事業費：水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手

引きによる費用関数を用いて算定 

効果算定 

対象費目 

建設改良費 

評価結果 18.5％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｂ）人件費及び維持管理費の削減（費用削減効果） 

項 目 内   容 

算定期間 平成 28 年４月～平成 36 年３月（８年） 

算定手法 年度別に設定した職員の配置案及び包括業務委託の実施に

伴う費用を基に、人件費及び維持管理費を算出し、事業統

合後と単独経営の差分を経済効果として算定した。 

効果算定 

対象費目 

人件費、その他(薬品費、委託料、その他の営業費) 

評価結果 11.5％ 

      ※ 評価結果のプラス値は「削減」、マイナス値は「増高」を示す。 

 

ｃ）水源の有効活用（定性的効果） 

ｄ）水源の有効活用原水や浄水の供給経路を複数化することで、水道水の安定供給体制を向上さ

せる（定性的効果） 

ｅ）施設の相互融通と余力の活用で統廃合を行う（定性的効果） 

ｆ）危機管理体制の強化（定性的効果） 

 

4.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

当初計画どおりに実施 

 

 

5 その他特筆すべき事項 

該当事項は特になし 
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【統-9】［事業統合（水平統合）］ 

小諸市 

 

1 基本情報 

(1）都道府県 長野県 

(2）事業体名 小諸市 

(3）広域連携の形態 事業統合 

(4）広域連携実現年月 平成 27 年４月 

(5）広域連携実現までに要した期間 平成 21 年７月～平成 27 年４月（６年８ヶ月） 

(6）広域連携前の事業体等 １市１組合 

小諸市、小諸市外二市御牧ケ原水道組合 

(7）直近の認可 目標年度 令和 18 年度 

計画給水人口 42,400 人 

計画一日最大給水量 23,150m3/日 

 

図１ 位置図 
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2 広域連携の概要 

2.1 広域連携(計画)の内容 

・ 小諸市外二市御牧ケ原水道組合で供給していた御牧ケ原台地には取水に適した河川や水源

が無く、農業用水を浄化して配水をしてきた。そのため降雨時には用水が濁り濁度が高くな

り取水停止をすることがたびたびあった。 

・ また、配水管延長が長く給水戸数が少なく、平成 20 年度において長期的な経営見通しとし

て、一部事務組合での運営継続は困難であると判断された。 

・ このため平成 21 年７月より検討を重ね小諸市の未使用水源を利用することで供給可能な

ことが判明し、平成 26 年４月の事業統合を予定。 

 

2.2 広域連携(実績)の内容 

当初計画では平成 26 年４月の事業統合の予定であったが、一部の利用者から水質が変わる

との意見があり、理解を得るため１年遅らせ、平成 27 年４月の事業統合となった。 

 

 

3 広域連携による効果 

3.1 広域連携により生み出される効果［計画策定時］ 

ａ）圧送による送水であるが、安定した水量の供給が出来た（定性的効果） 

 

3.2 広域連携により生み出される効果［計画変更時］ 

ａ）圧送による送水であるが、安定した水量の供給が出来た（定性的効果） 

 

 

4 その他特筆すべき事項 

該当事項は特になし 

 

5 参考資料 

事業体名 論文タイトル 著者※代表者のみ 

（所属） 

収集文献 ページ 

番号 

関連 

事例 

小諸市 小諸市における簡水統合

と市民を交えた水道事業

づくり 

土屋 哲也

(小諸市上下

水道課) 

水道 第 62 巻 

第 6 号  

pp.1-6 統-9 
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